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0-1 研究背景 
近年、脱炭素社会の実現や国産材活用の推進を背景と

して、非住宅建築を含む木造化が注目されてきた。一方、
都市部においては、防耐火規制、用途、事業性といった
複数の条件が同時に作用することで、中大規模木造の成
立は限定的な事例に留まっているのが現状である。既往
研究や実務においても、構造技術や法制度といった建築
単体の成立条件を扱うものが多く、都市構造の中で中大
規模木造がどのような場所で成立しやすいのかを体系
的に扱った研究は十分とは言えない。こうした背景か
ら、本研究では都市スケールの視点から中大規模木造を
捉え直す必要があると考えた。1) 
0-2 研究目的 
本研究は、都市成長が継続する地方中枢都市・福岡市

を対象として、建物単体の成立条件と都市構造に基づく
建物需要を統合し、中大規模木造建築が都市内部で成立
しやすい「適用領域」を明らかにすることを目的とする。
これにより、「中大規模木造が建てられるか」という技
術的可否の議論に留まらず、「都市のどこで成立しやす
いのか」という空間的観点から、中大規模木造の位置づ
けを再定義することを目指とした。 
0-3 研究手法 
GIS を用いた人口動態の空間分析を行い、都市スケー

ルでの建築需要を整理した。併せて、防火規制や構造条
件といった建築スケールにおける中大規模木造の成立
条件を整理し、これらを条件重合することで、中大規模
木造の適用領域を抽出した(fig.1)。 

 
fig.1 本研究における分析フロー 

 
第 1 章 建築需要の都市構造 
3-1 対象とする建築規模 
本研究では、非戸建て住宅用途を主対象とし、準耐火

建築物で設計可能な延べ床面積 500 ㎡以上 3,000 ㎡以
下、かつ 3 階建て以下を研究対象中大規模建築とした。 
1-2 防火規制 
都市計画法上の防火・準防火地域指定は、木造建築の

規模と防耐火仕様を決定づける支配的な要因である。本
節では、福岡市内の法規制分布を整理し、コスト増大を
招く高度な耐火建築物が要求されるエリアを除外する
ことで、前節で定義した「準耐火・中規模木造」が制度
的に成立し得る地理的範囲を特定した。2) 
1-3 構造条件と空間条件 
準耐火建築物として成立しやすい木造フレームの空

間条件として、階数 3 以下、構造スパン 6〜8m 程度、過
度な耐火被覆を要しない階高条件に着目し、対象規模に
おいて木造が合理的に成立する建築条件を整理した。3) 
1-4 構造選択の合理的境界 
S 造・RC 造と比較すると大スパン・大空間を要する用

途では、依然として S 造や RC 造の構造合理性が高い。
一方、階数 3 以下、延べ床面積 500 ㎡以上 3,000 ㎡未満
の建築規模においては、木造であっても準耐火仕様によ
り必要な空間性能を確保できる。加えて、木造は材料由
来の CO₂排出量が小さく、施工時の環境負荷や解体時の
再利用可能性において優位性を有する。4) 

以上より、本研究で対象とする建築条件下において
は、木造は S 造や RC 造の代替ではなく、環境性能と施
工合理性の両面から選択され得る構造形式である。 
 
第 2 章 建築需要の都市構造 
2-1 研究対象としての福岡市の位置づけ 
福岡市は、全国的にも人口増加が継続する数少ない地

方中枢都市であり、都市成長と建築需要が同時進行する
特徴を有している。また、福岡県を含め九州は林業が盛
んであり、生産地と消費地が近接していることも特徴と
して挙げられる。本研究では、この特性に着目し、都市
成長下における中大規模木造の成立条件を検討する対
象都市として福岡市を位置づけた。 
2-2 人口動態の空間分析 

人口増減を 250m メッシュ単位で可視化した結果、都
心部への人口集積に加え、その周縁部や沿線部において
も人口増加が確認された。これにより、人口動態が一様
ではなく、都市内部で段階的に変化していることがわか
る。 
2-3 経済圏と建築需要の関係 

人口増加が確認されたエリアでは、住宅用途に限ら
ず、業務・商業用途を含む床需要が発生しやすい傾向が
見られた(fig.2)。人口動態は建築需要を直接的に規定
する要因ではないものの、都市成長の方向性を示す指標
として有効である。 

 

fig.2 人口増加メッシュ内建物の用途内訳 
 

2-4 都市構造に基づく建築需要の整理 
第 2 章の分析結果を総合すると、福岡市において中大

規模建築が求められる都市条件として、人口増加が確認
されるエリア、業務・商業用途を含む床需要が生じやす
いエリア、ならびに将来的な建物更新が想定されるエリ
アが都市内部に複数存在していることが整理できる
（fig.3）。これらの条件は必ずしも単一の地域に集中す
るものではなく、都心部、周縁部、鉄道沿線部など、都
市構造の中で段階的に分布している。 
一方で、人口増減や建築需要の状況が異なるにもかか

わらず、建築制度は都市全体に一律に適用されている。
このことは、都市内部における建築需要や更新圧力の差
異が、必ずしも建築の更新や形態に反映されていない現
状を示しており、今後の建築更新を検討する上での課題
である。 



 
fig.3 未利用容積の分布(上位 10%) 

 
第 3 章 木造化適用領域の抽出 
3-1 都市条件と建築条件の統合方法 
第１章および第 2 章で導出した成立条件に基づき、

GISを用いた空間分析により福岡市内の木造化適用領域
候補を抽出した。分析指標には、①建築需要（人口・従
事者増減）、②更新圧力（築年数・容積消化率）、③物理
的制約（敷地間口）を用いた。 
3-2 中大規模木造の適用領域の可視化 
前節で示した指標に基づき、福岡市内における中大規

模木造の適用領域候補を可視化した（fig.4）。 
これらのエリアは、第 2 章で整理した人口増加が確認

されるエリアや、業務・商業用途を含む建築需要、なら
びに容積消化率の低さといった更新圧力を内包してい
る。すなわち、都市スケールにおける建築需要と、建築
ストックの更新可能性が同時に存在する領域である。 
一方、都心部では建築需要は高いものの、高容積利用

や高度な防耐火規制が要求されるため、前章で整理した
建築条件との整合が取りにくい。また、周縁部では更新
圧力は存在するものの、中大規模建築を必要とする建築
需要が限定的である。このため、中大規模木造の適用領
域は、都心と周縁のいずれか一方ではなく、その中間に
位置するエリアに多く分布する結果となった。 

 
fig.4 木造適用領域候補(青) 

 
さらに、適用領域内の建物について間口分布を整理し

た結果、人口増加が確認されるエリアにおいても、間口
10〜20m程度の比較的広い敷地を有する建物が一定数存
在することが明らかとなった（fig.5）。これらの建物は、
流通施設や工場・倉庫等、住宅以外の用途で建設された
建築ストックである可能性が高い。 
このような建築ストックは、人口が増えているエリア

において、将来的な用途転換や敷地分割を通じて、都市
内部における建築更新の起点となるポテンシャルを有
していると考えられる。 

以上より、中大規模木造の適用領域は、都市成長と更
新が同時に進行するエリアにおいて顕在化しており、建
築需要と物理的ストックの両面から、都市構造の中で特
定の役割を担う領域として位置づけられることが示さ
れた。 

 
fig.3 間口別人口増減カテゴリ 

 
第 4 章 「木造特区」の計画条件 
4-1 適用領域候補のボトルネック 
第 3 章では、都市構造および敷地条件を踏まえて、中

大規模木造の適用領域と、その内部に存在する建築更新
のポテンシャルを有する建築ストックを明らかにした。 
一方で、これらの領域においては、建築需要や敷地条

件が地区ごとに異なるにもかかわらず、建築制度が画一
的に適用されているため、建築更新の手法が限定されや
すい。特に、低層かつ中規模の建築更新や、段階的な更
新を前提とした建築行為は、現行制度の運用上、十分に
想定されていない場合が多い。このような制度的前提
が、適用領域における建築更新の選択肢を狭めている点
が課題として挙げられる。 
4-2 「木造特区」における規制操作 
前節を踏まえ、既存制度の運用を特定の条件下で調整

する枠組みとして「木造特区」を提案する。木造特区は、
現行制度の基本的な考え方を踏まえつつ、中大規模木造
を建築更新の選択肢として位置づける。 
具体的には、適用領域内に確認された低層かつ比較的

間口の広い建築ストックを更新の起点として捉えた。建
築更新に伴う敷地分割や用途転換について、段階的な更
新を想定した運用を許容し、適用領域において中大規模
木造が成立し得る条件を整理した。 

 
終章 
本研究では、福岡市を対象として、中大規模木造が成

立し得るエリアの特徴を、都市構造および敷地条件の観
点から整理した。その結果、建築需要と更新の余地が併
存し、将来的な用途転換や敷地分割が想定される建築ス
トックを内包するエリアが存在することを示した。 
また、これらのエリアにおいて中大規模木造の成立が

進みにくい背景として、建築需要や更新の性質に対して、
建築制度が十分に対応しきれていない可能性を示し、
「木造特区」という枠組みを通じて建築更新のあり方を
検討した。 
本研究の成果は、中大規模木造の普及を直接的に示す

ものではないが、都市構造に応じた建築更新を考える上
での一つの視点を提供するものと考えられる。 
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